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1　企業の政策変数としての耐久性
　経済学における通常の企業理論では，生産物の性質は与えられたものとして，
もっぱら価格と数量の決定に関する分析が行われている。しかしながら生産物
の性質は変化しうるし，実際それは企業によって政策的に決定される。生産
物の性質としては，デザイン，色彩，原材料の質と量，部品の量など，そして
また耐久財の場合には耐久性が考えられる。耐久性を除く生産物の性質の多く
は数量化が困難であり，また数量的な把握が可能なものでも，その多くは不連
続的に変化する。これに対して耐久性は，その生産物の購入時点以後，用役が
得られなくなるまでの平均的な耐用期間（あるいは利用回数，距離など）とし
て測定可能であるし，これは連続的に変化しうるから，限界分析を適用するこ
とが可能である。さらにまた，多くの場合，需要者は耐久性について明確な知
識ないし印象をもつことはないから，生産者は，価格や外観的に判断しうる生
産物の性質などよりも，耐久性に戦略的な重要性を認めているかもしれない。
　いわゆる非価格競争の理論は，広告・宣伝，研究・開発などとともに，上記
のような生産物の性質を分析の対象として取り上げているが，奇妙なことに，
耐久性が明示的に考慮されていることはほとんどない。〔11企業の政策変数とし
ての耐久性の重要性と，その経済分析の必要性が，今は亡きチェンバリン（E．
R．Chamberlin）の論文［1］によって指摘されたのは，20年ほど前のことで
ある。しかしその後しばらくの間は，この問題について注目すべき研究はみら
れなかったようあでる。チェンバリンの指摘に応えて分析を行なった，マーチ
1
インてnD．　Martin）の先駆的な研究［5］が提示されたのは，それから9年
後のことである。そして4年後に，クライマンとオファー　（E．Kleiman＆
T．Ophir）によってさらに一般的なモデルによる分析［3コが示された。その
後3年を経て，これらの研究を知らずに研究を行なった（と解される），ダグ
ラスとゴールドマン（A．工Douglas＆S．　M．　Goldman）の論交［2コとレヴ
ァリとスリニヴァサン（D．Levhari＆T．　N．　Srinivasan）の論文〔4］が現
われた。その翌年の1970年には，シュマレンシー（R。L．　Schlnalensee）の研
究［6］とスワン（P．L．　Swan）の研究［8］が提示されたが，後者は，それ
までの諸研究特にレヴァリニスリニヴァサンの研究の批判的発展を試みたも
のであった。以来，スワンによる一連の諸研究［9］および［10］と，シーパ
ー（E．Sieper）とスワンの研究［7］が，つぎつぎに発表されてきた。
　これらの諸研究では，企業の利潤極大化行動が前提され，完全競争の場合と
独占の場合とでは生産物の耐久期聞はいかに異なりうるかが，伝統的な方法に
従って分析されている。スワンの一連の研究とシーパー＝スワンの研究を除く
諸研究では，耐久期間が需要関数にも導入されているため，得られる結果は競
争条件に依存し，耐久期間は独占の場合の方が短くなるという結論が引き出さ
れている。しかしながらスワンやシーパーニスワンにおいては，耐久期間は費
用関数にのみ導入されているから，産出量と価格は競争条件に依存するが，耐
久期間はそれから独立して，費用条件にのみ基づいて決定される。したがって，
完全競争企業によっても独占企業によっても，同一の耐久期間が採択されると
いう結論が得られている。②
　このような差異やモデル構成上のその他の差異を別にすれば，これまでの諸
研究におおむね共通する基本的仮定がある。利潤極大化と企業規模一定の仮定
を除けば，（1）耐久財の需要者は耐久期間を通して得られる用役のみを求める岬
（2）一期間ないし時点の用役需要はその用役価格㈲に依存する，（3）耐久財の価格
は耐久期間にわたる用役価格の系列の総現在価値である，（4）耐久財の単位当り
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生産費は耐久期間の増加関数である，というのがそれである。また，諸研究の
第一次接近の段階では，以上に加えて，（5）各期間ないし時点で得られる用役は
耐久期間には依存せず，耐久期間にわたって均等である，と仮定されている。㈲
　本稿の以下の目的は，これら（1）～⑤の仮定を保持したうえで，従来の研究を
新しい方向に発展させることである。最近の企業成長の諸理論では，利潤極大
化を含むさまざまな企業の長期目標の中から選ばれる特定の目標に応じて，当
初の産出量ないし企業規模と価格，ならびに企業成長率が採択され，以後この
価格のもとで産出量がその成長率で拡大されていくものとされている。したが
って，得られる結果は選ばれる企業目標に依存する。この線に沿って構成した
私のモデル［11］に生産物の耐久期間を導入して，分析を進めることも可能で
あるが，まず決定されるべき変数が，耐久期間，初期産出量ないし企業規模，
および成長率の3個になるため，グラフによる分析は困難である。
　以下では，当該企業（もしくは独立採算の当該生産部門）は単一生産物を生
産して販売するものとし，（6〕所定の長期目標に基づいて，生産物の耐久期間，
当初の産出量と価格を決定するものとする。以後は，その耐久東台と価格を維
持したうえで，当初の産出量に見合う新規需要を継続的に開拓して販売してい
くとともに，耐久期間を経過することに既購入者の買換需要を喚起して，生産
・販売していくものと想定する。すなわち，新規需要のための経常産出量は一
定であるが，耐久期間を経るごとに買換需要のための産出量が追加されて，総
産出量は段階的に（等差級数的に）拡大されていくものとするわけである。こ
のためには，当然，販売努力のための支出が必要とされるが，〔7】これは企業成
長理論におけると類似の形で考慮される。では，モデルの構成に進むことにし
ょう。
注（1）たとえば，藤本保太，『非価格競争の理論』（東洋経済新報社，1971年）をみよ。
　　また，その巻末の参考文献にも，耐久性の問題を分析的に大きく扱ったものはほと
　　んど見当たらない。たとえば、掲げられているクラーク　（1．M．Clark）の大著，
3
　Co〃3ρθ’漉bη∠4sσρ少ησ〃2宛P7ηoθ35（Brookings　Institution，1961）においても，
　この問題は僅か数ページ（Ch．10，　Sect．3）に記述的に扱われているにすぎない。
（2）なお，耐久期間が競争条件に依存する揚屋の分析も，スワン［8コは付録で試み
　ているが，この場合には一義的な解は得られず，結果は需要曲線の性質に依存する
　ものとされている。［8］，P．893参照。また，シーパー＝スワン［7］．，　P・351も
　参照せよ。
（3）この仮定はまた，需要者は耐久財価格の将来の変化を期待して購入することはな
　い，ということを意味する。
（4）　リースの場合の賃貸料に相当する。
（5）スワン［8］では，この仮定に代えて，得られる用役は時間とともに逓減し，こ
　の逓減率は企業によって決定されうるという仮定のもとでも，分析が行なわれてい
　る。クライマン＝オファー［3］やシーパー＝スワン［7］では，得られる用役は
　時間とともに変化するという一般的な仮定が，最初からおかれている。さらに，中
　古品市場が存在する場合の分析が，スワン［10］によってなされている。
（6）　したがって，リース企業の場合は考えない。耐久財を販売する場合と，　リースに
　よって耐久財の用役を販売する場合とでは，経常総収入，したがって以下の企業評
　価関数は異なったものとなる。
（7）耐久性に関する従来の研究においては，用役需要についての上記の仮定（2）に加え
　て，　この需要関数は定常的であり，時間を通して一定であるものとされている。し
　たがって初期時点以後，用役の供給量が増加すれば，用役価格は下落することにな
　る。以下では，用役の供給量が増加しても価格を不変に維持しうるように，企業は
　需要曲線を右方にシフトさせていくものと想定するわけ’である。
H　モデル構成
　1．　需要条件と産出量
　企業は常に生産物に対する下降需要曲線に当面するが，当初の需要曲線の位
置と形状は当初の市場開拓努力に依存する。ここでは，このような努力によっ
て当初の需要曲線が与えられているものとする。企業は長期計画の観点から，
まず需要曲線上の一点（最適点）と生産物の耐久期間を確定する。ついで長期
計画を達成するために，以後の新規需要と買換需要のそれぞれについて，当初
と同様の需要曲線を創出し，当初と同一の最適点を維持していくものとする。
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このためには，販売努力を継続的に行わなければならない。
　まず，耐久財の用役に対する需要関数を考えよう。耐久財一単位から得られ
る各時点の用役を単位用役と規定し，その価格をρとすると，一時点におけ
る用役の需要量，したがって耐久財の需要量は，ρの減少関数となる。ここで
は，需要の（用役）価格弾力性は，需要曲線上のどの点についても同一かつ一
定である（と企業は想定している）ものとしょう。耐久財の産出量をQ，需要
の（用役）価格弾力性をηとすると，
　（1）9＝ρ一ηあるいはρ＝Q－1／・
である。
　さて，耐久期間をNとすると，将来の各時点において価格ρの単位用役
を与える耐久財の価格は，ノV期間にわたるρの系列の現在価値である。これ
をPπとし，利子率ないし割引率を∫とすれぽ，
（・照一∫1ρ醐一ρ（≒励
となるαは時間，θは自然対数の底である）。
　当該企業は，初期時点において，Q，2V，およびρ（したがってPπ）を長
期的な観点から決定し，将来にわたって維持するが，すでに述べたように，経
常産出量Q・は一定ではない。すなわち，初めのノ〉期間についてはQε＝Q，
次のN期間については（2‘＝2Q，その次のN期間については（2‘＝3Q，…
と増加していく。総売上高P万Qεについても同様でる。
　2．費　用
　（i）革新費〔1｝
　企業は，問題の生産物の生産・販売を軌道に乗せうるためには，それに先立
って，その生産物の開発に伴うなんらかの革新費を必要とする。すなわち，研
究開発費，新しい生産・販売組織の設立費，当初の市場開拓費がそれである。
これらの費用は，既存の企業にとっても新規の企業にとっても必要とされるが，
5
既存企票の場合には，既存設備の大幅な改変あるいは完全な廃棄による費用を
さらに伴う。このような革新費は当初のみの費用であり，当該計画期間を通じ
て回収されるべきものである。革新費は，当該革新の性格によって決まる一定
額Hと，革新の規模に依存する額とからなるものと考えられる。後者は当初の
資本量Kに比例するものとし，資本一単位当りのそれを乃とすると，革新
費は
　（3）H＋乃κ
となる。
　（ii）　経常生産費
　所定の耐久性をもつ生産物生産のための投入物は，一定の結合比率で用いら
れるものとし，規模に関して収穫不変を仮定する。資本・産出比率をんとす
ると，
　（4）κ‘＝々9εあるいは9F、κ‘／々
である。々は生産物の耐久期間Nとは無関係であり，Nを決定しうるもの
は資本設備ではなく，原材料であるものとする。（2［投入物価格（賃金率，原材
料価格など）を一定とすると，資本一単位当りの経常生産費は2Vの増加関数
として，
　（5）　　σ（1）「）；　ご〆（1）「）＞0，　α”（N）＞0
として示される。また，資本一単位の価格を魏，減価率を4とすれば，経常
総生産費C‘は
　（6）G＝［α（N）＋窺6］κF［α（N）＋吻4］んQε
となる。ここで，α（N）た≡6（N）として
　（6）’　C‘＝［6（ノ〉）十〃z4々］Q‘
としておこう。
　（iii）販売努力費
　一定の価格のもとで，当初の産出量9に見合う新規需要を継続的に開拓し，
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販売していくとともに，既購入者の買換需要を耐久期間を経るごとに喚起して
販売していくためには，それに相当する努力と支出が必要とされる。すなわち，
広告宣伝や，耐久期間とは関係のないデザイン変更ないし生産物改良などの努
力と，そのための支出を継続的に行なわなけれぽならない。このような支出
8‘は総売上高の一定割合であるものとすると，この割合は2＞の増加ととも
に減少していくものと考えられる。すなわち，
　（7）　　S‘＝s（N）PN（～‘；　s’（1＞F）＜0，　s”（ハ1）＞0
である。｛3りV＝。。であれば既購入者の買換需要はない（盗難，火災，過失など
による喪失や殿損がない限り）が，新規需要維持のための支出は必要とされる
から，3（・。）＝30＞0である。また，2Vが短縮されてゼロに近づくにつれて
s（N）は急増するが，s（N。）＝1となるような耐久期間N。が存在するものと
想定する。
　3．設備投資
　初期時点における設備投資は，（4）により磁Qである。以後，N期間ごと
に，既購入者の買換需要向けに生産を拡大するための設備投資辮々Qを行な
わなけれぽならない。将来にわたる設備投資総額の現在価値をAとすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　贈Q　（8）　　ノq、＝〃¢んQ（1十6一乞ハτ十θ一2乞ハ「十　・・・…　）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1一θ　姻
である。また，当初の設備投資を除く，以後の設備投資総額の現在価値をノと
すれば，
　（9）　ノ’＝ノ4一〃3々（～
である。
　4．　企業の市場価値
　経常売上高PNQεから経常総生産費C‘と販売努力費5‘を減じたものが，
経常利益ムである。企業は，他の事情が変化しない限り永続的に得られると
期待されるこの利益によって，当初のみの費用である革新費（H十乃κ）を将
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来にわたってまず回収しなければならない。革新費は有限期間内に回収するこ
とも，もちろん可能であるが，ここでは，当該企業活動の全期間（無限）にわ
たって回収されるものとしょう。ωしたがって，L‘の系列の現在価値五から
革新費を減じたものが，革新による純利益の現在価値となる。これをπとす
れば，
　（1◎　17＝L一（∬＋肋Q）
である。
　ところで，経常産出量Qεは当初のQから出発して，2V期間ごとにQつ
つ段階的に増加していく。したがって，
　　　五一［｛・一・（N）｝P〃一｛・（N）・勉・・｝］Q『醐’・｛∫罫ビ…辺・4’｝ビ・・
　　　　　　・｛∫艶一…’｝ガ　＋・一］
である。（1）および（2）を考慮して整理すれば，
⑪五一解一匝i浩響］9・｛藷炉（N）
となる。売上高は極大点以下が常に選ばれるからη＞1であり，したがって
0〈θ＜1である。
　企業の市場価値yは，定義により，当初の設備投資を除く以後の投資総額
の現在価値を17が超える額である。すなわち，
　　　y＝17一ノ＝17一（．4一伽Q）
ある。㈹，⑪，および（8）より，
　　　　　　　Qθ　　　　　　　　　　［（1一θ一耀）7（酌一∫｛6（，め＋α＋ゴ（1一θ一耀）β｝Q1／・］一疏⑫ y’＝　　　　　ゴ2（1一θ一瞬り
　　　　　　　　　　　　α≡（4＋の〃z彦，β≡（乃一吻々
となる。
　5．　制約条件
　8
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　現代の企業成長諸理論では，企業規模の拡大を制約する条件としていくつか
のものが考えられており，その厳密な形について一般的な承認はないようであ
る。かなり広く受け容れられているものは，乗っ取りの危険を避けて経営の安
全性を確保するという条件に関するものである。ここでは，いわゆる安全最低
評価率をηとして，この条件を
　⑬　γ≧拶吻K＝”窺彦Q
として設定しておこう。㈲すなわち，企業の市場評価額7が当初の資本価額
初Kの一定割合”を少なくとも上回らないならば，こめ企業は乗っ取られる
危険が多分にある，とするわけである。このような乗っ取りは7以外に支出
を伴うから，一般に”は1に等しいか1を僅かに下回ると考えられる。
注（1）ここでの革新費の扱いは，拙稿［11］の場合と同じであるが，その経済学的意味
　　については，［11］，PP．3－4を参照されたい。
　（2）従来の諸理論に共通する基本的仮定（4）の背後にある考えは，このようなものであ
　　ろう。なお，シーパー＝スワン［7］は，分析の後段階で生産能力拡大のための平
　　均固定費を導入し，これは生産物の耐久期間に依存するものとしている。［7］，p．
　　347参照。しかし本稿では，本文のように考えることにする。
　（3）一定量9の新規需要を継続的に開拓し，販売していくための費用は，当該耐久財
　　が普及していくにつれて逓増するであろう。　したがってS（N）は時間♂にも依存
　　し，’の増加関数であるとすべきであろう。しかし1Vに関する問題を主要な分析対
　　象とする本稿では，単純化のために本文のよ5に仮定する。なお，この点について
　　は後のy－4で述べる。
　（4）　なお，このような扱いの分析的意味については，拙稿［11］，p．11，注（9）を参照さ
　　れたい。
　（5）　この制約条件は，拙稿［U〕で採用したものである。なお，その他の諸条件（安
　　全成長のための設備投資資金あるいは必要最低利潤）　との関連（分析上は，結局，
　　同一のことに帰するのであるが）については，［11］，PP．9－10を参照されたい。
皿モデルの分析
1．　企業評価関数の形状
9
　企業の市場価値γは当初の産出量Qと生産物の耐久期間Nの関数であ
り，Qと2Vは当該企業の意思決定によって決定されるべき未知数である。
一定のyを与えるものと期待されるQとNのさまざまな値の組合せを考
えることができるが，このようなQとNのあらゆる組合せを示す等量線
すなわち企業の等評価線を確定することから始めよう。ここで想起すべきこと
は，θ≡1－1／ηであり，需要の価格弾力性η＞1より，0〈θ〈1であること，
また，s（1＞。）＝1となり，したがって7（亙。）…≡1－5（！＞。）＝0となる2V。が存在
すること，さらに，0＜s（。。）〈1であることである。
　図1において，横軸にNを，縦軸にQを測る。まず⑫によってy＝一H
を示す等量線を確定してみよう。右辺の第一項をゼロとおくことにより，それ
は
三一・あ・いはQ七圃）．。繹バ）綱r
として示される。第二式についてみると分子はプ（1＞。）＝0から出発して1－s。
（＞0）に収束する。分母は2Vの増加とともに初め減少していき，後に反転し
て上昇していく。したがって第二式を満足する点の軌跡は，図示されているよ
うに，横軸上の1＞oから出発して，2Vの増加とともに初め上昇していき，や
がて下降に転じて横軸に限りなく接近していく曲線となる。そこでy＝一H
の等評価線は，この曲線と横軸とによって示される，N＝。。の方向に開かれ
た環となる。この領域の内側ではγ〉一Eである。
　つぎにγの極大点を求めよう。このために，まず昼オより
。瑞一，（Q　1／η1－6一耀）［・（・一一（酬・（N）・・＋・（・一副β｝α・刀
を求めて，ゼロとおくと，
鯛一』［｛o（N）．繹｛，β］］η
10
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Q 器一・
MaxV
??????????＝?????
　　　　　　　　　　　　　ゴ［（1一θ一夕）o’（N）一∫｛6（N）＋α｝θ一品］
となる。第二式についてみると，右辺の分母をゼロにするNの値，すなわち
（1一θ一耀）c’（N）＝’［6（N）＋α］θ噛耀を満たすNを1％とするとき，Q＞0と
なる有意な解が得られるのは，2協＜2＞についてである。したがって，この範
囲の2＞について第二式のグラフを考えると，2＞が1協に限りなく近いとき
のQ＝。。から出発して，1Vの増加とともに下降して限りなく横軸に接近して
いく曲線となる。この曲線の下側では∂y／∂N＞0，上側では∂7／∂2V〈0であ
る。いうまでもなく，有意なγの極大点は⑭’の曲線と⑮’の曲線部分（第
二式）との交点によって求められる。さらにこの問題を考えよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
　　　　　　　O　　　　　　　　　No　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　　　　図1
となる。これは⑫’の第二式のグラフを9軸方向にθ・（〈1）倍に縮小したも
のである。この曲線の下側では∂y／∂Q＞0，上側では∂y／∂Q〈0である。ま
た，
㈲単一，（Qθ1－6一耀），［（1イ州・（N）一・｛（・一項N）
　　　　　　　　　　　　　一∫（o（1＞）＋α）θ一鱒Q1／・］
をゼロとおくと，
σ岡一・あ・いは9一［　　　　（1一θ一耀）2〆（1＞「（1一θ一z坪）o’θ〉）一∫｛6（ハ）　］ワ
　　まず，いま考察した∂γノ∂1V＝0を示す曲線部分と，γ＝一∬の等評価曲線
との交点についてみよう。⑫’および⑮’の第二式を等値して得られる，
　⑯（1－6一乞1v）〆（1＞）［o（N）＋α＋ゴ（1一θ帽耀）β］
　　　　　　　　　　　　　イ（N）［（1一θ｝εり・W）一ゴθ一耀｛・（N）＋α｝］＝o
から，1＞を求めればよいわけであるが，ここでγ＝一πの曲線の傾斜を考え
　てみる。これは
剛｛渠一・ら［o（1＞）．。＋裟、一ド）βア
である。ここにφは⑫’の第二式右辺の［］内の式を，ψは⑯の左辺の式
を示している。∂Q！∂ノV＝0となるのは，⑯が成立する場合である。このことは，
下降する∂W∂1V＝0の曲線部分が，γ＝一Hの曲線の頂点を上方から切るこ
とを意味している。すでにみたように，∂W∂Q＝0の曲線はγ＝一基の曲線
を縦軸方向に縮小したものであるから，yの極大点は（それが存在する場合
には），∂W∂Q＝0の曲線の下降部分上に現われることになる（図1参照）。
　極大の企業評価額よりも低い値をもつ等評価線は，図1に示されているよう
に，「 凾ﾌ極大点を囲む環をなす。yの極大点から遠ざかるほど低い7を与
えるから，非負の任意の値のyを与える等評価線を確定することができる。
いうまでもなく，これは⑫のyにその値をおいた式によって示される。それ
ぞれの等評価線は．∂η∂Q＝0の曲線と交わるとき，その接線は垂直に，∂W
∂1＞＝0の曲線と交わるとき，その接線は水平になる。
　2．　安全活動可能領域
　つぎに，長期的な観点からみて当該企業活動の安全性を保証する，制約条件
⑬を考慮に入れて，安全な企業活動の可能領域を確定しよう。このためには，
一群の等評価線と
　㈱’γ詔”吻ゐQ
とから構成される安全活動可能限界線を，まず確定しなければならない。03’
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はNから独立であるから，そのグラフは横軸に平行な直線となり，yが大き
いほど上方に位置する。それぞれ同一の7を与える，これらの直線の一本と
等評価線との交点ないし接点の軌跡を求めれば，安全活動可能限界線が得られ
る。これを含む内部の領域は，すべて制約条件⑬を満たすことになる。
　安全活動可能限界線を代数的に確定するために，
　　　ワ「＝γ一”祝んQ
と：おくと，⑫より
　　　　　　　9ρ　　　　　　　　　　［（1－6一1ハ「）7（ハ1）擁｛o（N）＋α＋∫（1－6一耀）γ｝Q1／・］一H∫⑰　罪＝　　　　　ゴ2（1一θ一溜）
　　　　　　　　　　　γ≡β一”〃z々＝［乃一（1十”）〃zコ々
となる。これは，βにγ（〈β）がとって代わった点を除いては，⑫と同じであ
る。等γ線を求めた手順に従って，⑰によって，まずW＝一πを示す点の
軌跡を確定し，ついでWの極大点を求め，そしてW＝0を示す問題の限界
線を確定すれぽよい。
　W＝一Hを与える等量線は，⑫’においてβの代わりにγとおいたものに
なる。したがってそのグラフは，図1の7＝一Hの曲線を縦軸方向にいくぶ
ん引き伸ばしたものとなる。∂瑠∂ρご0として得られるNとρの関係式も，
同様に⑭’のβをγとおいたものとなり，Wニーπの曲線を縦軸方向にθη
倍に縮小したものとなる。しかし∂確／∂2Vは⑮の∂y／∂1＞と同値であるから，
∂確／∂N＝0を与えるNと9の関係式は⑮’であり，グラフは図1の∂y／∂ハτ
＝0の曲線となる。この曲線とW＝一∬の曲線との交点については，γがβ
に代置される点を除いて，γ＝一Hの曲線との交点に関する上述の議論が成
立する。したがって，π＝一πの曲線の頂点もy’＝一∬の曲線の頂点も
∂y／∂N＝0の曲線上に存在するが，前者の方が上方に位置することになる。ま
た，∂y／∂N＝0の曲線と∂W／∂Q＝0の曲線との交点として確定されるWの
極大点は，γの極大点よりも上方に存在することになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
Q0
∂W　　　∂V菰＝面＝0
∂W　　＝0∂Q
頑喩 ??購織　晦W喩
面臨
No MinN MaxN　　N
図2
　さて，W＝0を与える等W線，すなわち安全活動可能限界線は，
。凋一照睾。）［（・一顧N）一細）・・＋・（・一州α・刀
として確定することができる。以下の議論との関連で必要な部分を図2に示し
ておこう。等y線の場合と同様に，W＝0の曲線も，∂W／∂Q＝0の曲線と
交わる点でその接線は垂直となり，∂η∂2V＝0の曲線と交わる点で水平とな
る。いうまでもなく，安全活動可能限界線は等γ線ではないから，yの値は
限界線上の異なる点では異なりうる。
　企業は，安全活動可能限界線を含む内部の領域において，安全性を保証され
て自由に活動を行うことが可能であり，所定の目標を達成するために最適な
1＞とQを決定することができる。こうして決定された最適な2V＊とQ＊に
よって，価格P〃＊が（2）により決定される。なお，生産物の耐久期間には上限
Max　IVと下限Min　2Vが存在しうるが，これらは，∂W／∂9＝0より導出さ
れるNとQの関係式［⑭’のβをγとした式］と⑰’とから確定される。
したがって，耐久期間を無制限に短縮したり延長することは許されないのであ
る。
　ではつぎに，選ばれうる企業目標と最適解との関係について考察することに
しよう。
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IV　企業目標と最適解
　　　諸目標と最適解
　まず，企業の価値yの最大化が目標とされる場合を考えよう。すでにみた
ように，図2のMax　y点に対応する耐久期間N＊撫．yと当初の産出量
Q＊Max　7は，　Oφ’と⑮ノとから求められる。
　これに対して，安全性が保証される限りにおいて，初期の産出量，あるいは
期待総売上高の現在価値の最大化が追求される場合をみよう。ところで，後者
は経常売上高．Pπ0の系列の現在価値であるから，これをZとすれば，
⑱z一」罫
となる（これについては，経常利益の系列の現在価値五，⑪，の導出過程を想
起されたい）。したがって，Qの最大化とZの最大化は同一のことに帰する。
安全性を維持するという条件のもとで最大のQを求めるならば，図2の安全
活動可能限界線と∂四／∂N＝0の曲線との左上方の交点（Max　Q点）に対応
する2V＊M。、　QとQ㌔。．　Qを選ばなければならない。これは⑮’と⑰ノとから
求められる。
　図にみられるように，1V㌔。．　Q〈2V＊瓢。．γとなる。すなわち，伝統的なy
の最大化という目標に代わって，マーケット・シェアの拡大というような目標
が設定される場合には，耐久期間は短縮されることになる。しかしながら価格
についてみると，Q㌔。xQ＞Q＊M。．F，したがって（1）よりρ＊MaxQ＜ρ＊MaxFと
なるから，（2）より1㍉＊M＆xq＜Pπ＊Max　7となる。
　2．　企業の必要最低規模
　ここで，当初の必要最低産出量Q＊Mi、　Qについて考えよう。これは安全活
動可能限界線と　∂W／∂1v＝oの曲線との右下方の交点（Min　Q点）から求め
られる。当該耐久財の導入による革新を試みようとする企業は，少なくとも
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Q＊Mi面だけの産出量から出発しなければならず，このためには少なくとも
磁Q＊Mi。　Qの貨幣資本を当初に調達しなければならない。これをなしえない
企業は当初から乗っ取りの危険にさらされることになって，革新は実行不可
能になる。この規模から出発する企業は，それに対応する生産物の耐久期間
2＞㌔i四を選ばなければならない。いうまでもなく，この産出量と耐久期間は
⑮ノと⑰’とから求められる。
　さて，2V＊Hi。　Q＞2V㌔。。7となるから，　PN＊Mi。　Q＞P坪＊M。x　7となる。すな
わち，企業が必要最低規模から出発する場合には，前述の諸目標　（Max　Q，
Max　ZあるいはMax　y），のいずれが追求される場合よりも，生産物の耐久
期間は長くなるが，価格は高くなる。当初の規模の最大化を実行しうるような
資本力のある企業であれば，諸目標のいずれをも，望むならば常に追求するこ
とができる。このような企業は，あるいは初めは必要最低規模から出発して，
その後の成長率の鈍化（産出量の等差級数的拡大による）を回避するために，
新規需要の拡大をはかり，その時点で新しい最適解を求め直すかもしれない。
この段階で（図2における）Max　7点もしくはMax（2（したがってMax　Z）
点が求められるならば，産出量の拡大，耐久期間の短縮，そして価格の引下げ
が行なわれるであろう。
　3．　耐久財の耐久性
　以上において明らかにされたように，さまざまな企業目標（必要最低規模か
らの出発も含めて）の中から特定の目標が選ばれると，それに応じて最適な
2＞＊，（1＊，およびPN＊が決定されるが，大きな（小さな）値の2V＊に対して
は小さな（大きな）値のQ＊と大きな（小さな）値のPπ＊が対応している。ω
すでに指摘したように，企業活動の安全性を考えると，生産物の耐久期間には
上限Max　Nと下限M量n　IVが存在する。これまで考察した最適なノ〉＊は，
すべてこの限界内に存在する。さて，Max　2＞もしくはMin　2Vが企業の自
由な意思決定によって採択されることが，ありうるであろうか。つぎにこの間
16
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題を考えよう。
　まず，Min　2Vについては，その可能性はまったくないといえる。というの
は，図2の安全活動可能限界線上を，Min　Nの点からMax　Q点まで移動
していくにつれて，Qとγはともに上昇していくからである。企業のいかな
る規準からみても，Minノ〉は最適とはなりえない。では，　Max　1＞について
はどうであろうか。Maxム「を採択することは社会的にみて望ましい，とい
うような別の規準からすればともかく，一般にはMax　Nが企業によって採
択されることはない。安全活動可能限界線上を，Maxエ〉の点からMax　Q
点の方に移動していくにつれて，Qと7は上昇していくからである。
　このように，実際に決定される耐久期間より長いMax　Nが，企業活動の
安全性を考慮したうえでもなお存在しうるということは，政府当局の政策的観
点からみて興味あることである。いま，企業によって決定された耐久期間より
は長いが，Max　2＞よりは短い期間2＞が，政府当局による規準として企業に
指定されたものとしてみよう。企業は，この新しい付加的制約条件Nのもと
で，所定の目標を達成しうるように計画を変更して，最適なQ＊と．PN＊を
決定し直さなければならない。γの最大化を目標としている企業の場合には，
図1において，∂γ／∂Q＝0の曲線上の1V＝1Vの点として最適点が求められる。
この場合の産出量は，（1φ’のNをNとおいて求めることができる。また，
Q（したがってZ）の最大化を目標としている企業の場合には，図2の安全
活動可能限界線の上部のN＝却の点として最適点が得られる。この場合の産
出量は，⑰ノのNをNとして求められる。これらの産出量は，それぞれ
（2＊漁．7あるいは9㌔。xQよりも縮小されているから（そして耐久期間は2＞
に延長されているから），価格はそれぞれ以前の水準よりも引き上げられるこ
とになる。②この分析結果が正しいものとすれば，企業に対して耐久期間の延
長のみを要請することは，必ずしも望ましい成果が得られるとはいえないであ
ろう。〔3〕
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　4．噛条件変化と計画変更
　ところで，上述のいずれかの企業目標を採択し・それに応じる2＞＊・Q＊・お
よびPπ＊を決定して，最適な企業活動計画を進めていく場合，企業はさらに・
現実の不測の事態に直面したり・あるいは当初から予想はされていたが計画に
考慮されていなかった事態に直面して・計画の変更を余儀なくされるかもしれ
ない。所定の目標に応じる最適解（2V＊，（1＊，．P〃＊）は，パラメ＿タ（η，，，瓦
乃，々，4，卿，の，単位費用6（2＞＊）・および販売努力費用5（2V＊）のすべて・も
しくは一部に依存する。これらの関係は陰関数として表わされるから，特定の
パラメータの変化が最適解に与える効果を必要に応じて検討することができる。
ここでは特に，s（1＞＊）の変化について述べておこう。
　すでに指摘したように，〔4】一定価格PN＊のもとで一定量9＊の新規需要を
継続的に開拓し，販売していくための費用5（2V＊）は，当該耐久財が普及して
いくにつれて漸増するであろう。この点を前もって企業が考慮するならぽ，安
全活動可能限界線上の最適点を求める目標が選ばれる場合には，限界線よりも
いくぶん内側の点で決定がなされるであろう。そして，時間の経過とともに販
売努力費が増加していき，もはや許容しえない：水準に達した時点で一いいか
えれば，従来の販売努力によっては，従来どおりの新規需要を開拓することが
不可能になった段階で一，大幅な計画の変更が行なわれることになろう。従
来の生産物の大きな改変，あるいはまったく新しい生産物の導入による革新に
基づく計画変更がそれである。すでに述べたように，従来の計画の中断に伴う
諸費用は，新しい革新費の一部として後者のπに含められることになる。この
意味で，∬は，絶えず拡張を志向する成長企業による革新と革新との結節をな
すものである。㈲
注（1）需要者側からみた場合，あるいは経済の資源の有効利用という観点からみた場合，
　長い耐久期間をもつ生産物の産出量が制限されて高い価格で販売される方がよいの
　　か，あるいは短い耐久期間をもつ生産物が大量に生産されて安い価格で販売される
　方がよいのか，　という問題は，重要ではあるが本稿の枠を越えるものである。
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（2）この問題はレヴァリとスリニヴァサンによって分析されているが，彼らの結論は
　　ここで得られたものと逆である。すなわち，彼らによれば，独占企業に対して政府
　　当局が耐久期間を延長するように指令すると，産出：量は拡大されて価格は引き下げ
　　られることになる。［4］，pp．106－7参照。
（3）　この点については，前注（1）をみよ。
（4）　コ：の注（3）。
（5）なお，拙稿［11］，p．11の注（9）も参照。
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